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　調布「憲法ひろば」は４月26日午後、あくろすホールで第92回例会を開催。「安倍改憲戦略と集団的自衛権」をめぐって平和委員会理事の川田忠明さん(写真左上)の話を聴きました。参加者43人。司会は近田三男世話人(写真左下)、レポートは三宅征子世話人が担当。　（編集部）





　川田さんは、「九条の会が呼びかけられて10年、九条を守れという世論が大きくなっている」と語り始めた。安倍内閣の激しい動きにもかかわらず、草の根の運動と論戦が流れを変えてきているという。


 草の根の運動が


 流れを変えた


　97年から改憲賛成が多かった世論調査で、今回反対が歴史的な「逆転」をした。男女とも全年代で「変える必要はない」が増加、その理由のトップは「平和をもたらしたから」だった。世代と支持政党を超えて護憲への流れが加速したといえる。例えば、30、40代の女性をターゲットにした女性誌「ベリー」３月号が憲法特集「改憲の前に知憲！」を載せた。「改憲が実現したら、将来戦地に行くのは誰？」と、小さい子どもを持つ母親に訴えたのだ。これを企画した「明日の自由を守る若手弁護士の会」は「２分でわかる集団的自衛権」というパンフレットも作成、30万部を売り上げたという。


 ひろがる矛盾


　安倍政権がめざす「戦争をする国」づくりの３つの柱は､①自衛隊が戦地に行って戦争できるようにする（集団的自衛権を解釈改憲で）②自衛隊を海外で戦闘できる軍隊に改造する（東日本大震災の被害総額に匹敵する巨額の軍拡予算をくんだ「中期防衛力整備計画」）③「海外の戦争」に国民を動員する仕組みをつくる（秘密保護法、共謀罪、愛国心教育、教科書基準改悪、「道徳」教科化）だが、やればやるほど矛盾が拡大している。それは、「立憲主義否定の暴挙」「基本的人権の否定」に対する批判であり、自民党内でも異論が出始め、国際的にも侵略戦争美化への懸念が広がり、米軍高官からは、米国の歴史観、戦後の世界秩序と衝突すると批判されている。


 集団的自衛権行使


 容認に高まる不安


　安倍政権は、安保法制懇（安全保障の法的基礎の再構築に関する安倍首相の私的懇談会）に連休明けにも報告を出させ「①集団的自衛権行使容認②多国籍軍への参加」を閣議決定し、法改正と日米ガイドライン改定で「憲法九条の歯止めをとり自衛隊が戦闘地域に行き米軍と共に戦争できるようにすること」を狙っているが、「戦争する国」づくりに巻き込まれたくないとの世論が高まっている。集団的自衛権の行使容認で「戦争に巻き込まれる不安を感じる」人は88％にものぼる。


　そもそも集団的自衛権とは、本来の自衛とは無関係で、大国が自国の利害と関係するものとして悪知恵を使ってつくり出した概念。無法な侵略戦争、軍事介入の口実にすぎない。また、多国籍軍への参加は、攻撃されていないのに出かけていくのだから集団的自衛権を超えていて論外。


　今、国民は、集団的自衛権の行使・日米軍事同盟強化の安倍路線が、東アジアの平和と安定に「マイナス」だと見始めている。そして好き嫌いではなく、中国・韓国との関係改善を求めている。安倍首相の「中国は危険」との言い方が通用しなくなってきた。


 北東アジアの平


 和をどう創るか


　東南アジアでは平和戦略として、問題が起きても武力に訴えず、対話により対立を戦争にエスカレートさせないというルールづくりが進んでいる。憲法九条の精神はまさにこれであり、日本ははるかに先輩のはずだ。


　結びとして川田さんは、「領土紛争問題の解決など時間はかかってもいい、緊張緩和と平和を第一に据えて、草の根の活動、とくに戦争を知る世代、親などから見聞きした人びとの行動がますます大事になる」と強調された。


 <質疑応答>


　安倍首相はなぜこういうことをやりたがるのか、個人的資質なのか？、我々の側が本流と思いつつも現実がどんどん進むのでもどかしさを感じる、地方自治体が自己規制を強めているのでは？、マスコミがおかしい、等々の質疑に川田さんは、ある評論家が安倍さんのことを「空想的軍国主義者」と表現。小選挙区制導入により政治家・政党が劣化したのは確か。しばらく選挙がないので強行を続けるだろう。自治体の自己規制というより改憲推進側が働きかけを強めた結果ともいえ、我々もそれ以上に首長や議員に働きかけることが大事。日本のメディアだけ見ていると立ち位置がわからなくなるので広く世界に目を向け情報を見ていく必要があると応じられた。


　　（三宅征子・記）

















